
 

 

⑷ 立入検査・指導の充実 

勧          告 説明図表番号 

ア 農場に対する立入検査の効率的かつ効果的な実施 

家畜の所有者における飼養衛生管理基準の遵守状況について、農林水産省は、

「家畜伝染病予防法第 12 条の 5 の規定による指導及び助言、同法第 12 条の 6 第 1

項の規定による勧告並びに同条第 2 項の規定による命令に関するガイドラインの策

定について」（平成 23 年 10 月 31 日付け 23 消安第 3929 号農林水産省消費・安全

局動物衛生課長通知。以下「家畜伝染病予防法に基づく指導等に関するガイドライ

ン」という。）において、都道府県に対し、毎年の定期報告（項目 2⑶参照）の受

理や立入検査（家畜伝染病予防法第 51 条第 1 項）の定期的な実施等により、その

状況を的確に把握することを求めている。 

また、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザについ

ては、防疫指針（注 1）において、飼養衛生管理基準を確実に遵守させるため、都

道府県は、一定の頭羽数の家畜を飼養する農場（注 2）に対し、原則として年 1 回

以上立入検査を実施することとされている。 

さらに、農林水産省は、毎年度の防疫対策の強化通知（注 3）において、防疫指

針による立入検査の対象に関し、ⅰ）口蹄疫については、大規模農場（家畜の大規

模所有者（注 4）の農場。以下同じ。）、都道府県が必要と考える家畜を飼養する

農場（例えば、口蹄疫等発生地域からの外国人労働者等を受け入れている農場等）

を対象とし、また、これまでの立入検査の結果、飼養衛生管理に問題があった農場

は優先的に立入検査を行うこと、ⅱ）高病原性鳥インフルエンザ等については、

100 羽以上（だちょうの場合にあっては、10 羽以上）の家きんを飼養する農場を対

象として立入検査を行うことのほか、指導の実施状況の報告を求めている。 

（注 1）口蹄疫については、「口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指針」（以下「防疫指針

（口蹄疫）」という。）、高病原性鳥インフルエンザ等については、防疫指針（鳥イ

ンフルエンザ）。 

（注 2）1 頭以上の牛農場、5 頭以上の豚農場（豚を飼養する農場。以下同じ。）、100 羽以

上の鶏農場（鶏を飼養する農場。以下同じ。）など、畜種ごとに一定の頭羽数が定め

られている。 

（注 3）農林水査省が毎年度、口蹄疫、高病原性鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化に関

して、都道府県に対し通知しているもの。例えば、平成 25 年度については、「年末・

年始及び春節における口蹄疫等に関する防疫対策の強化について」（平成 25 年 12 月

11日付け 25消安第 4271号農林水産省消費・安全局長通知）、「平成 25年度における

高病原性鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化について」（平成 25年 9 月 6日付け 25

消安第 2884 号農林水産省消費・安全局長通知）。以下これらを「防疫対策強化通知」

と総称する。 

（注 4）家畜伝染病予防法施行規則第 21 条の 2 第 8 号において、成牛の場合は 200 頭以上、

育成牛等の場合は 3,000 頭以上、豚の場合は 3,000 頭以上、鶏の場合は 10 万羽以上の

家畜の所有者とされている。 

 

今回、調査対象 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における防疫指針による立入検

査の実施状況を調査したところ、牛又は豚の大規模農場（牛又は豚を飼養する大規
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県（宮崎家畜保健衛生所）、鹿児島県（肝属家畜保健衛生所）及び沖縄県（中央家畜保健

衛生所）の 9 道府県 11 家畜保健衛生所においては、管内に定期報告が一部行われていない

農場が存在するが（項目 2⑶参照）、該当農場数が不明のため、これら農場を含めていな

い。 

    4 表中の「○」は防疫指針に沿った年 1 回以上の立入検査を実施できている家畜保健衛生

所、「×」は年 1回以上の立入検査を実施できていない家畜保健衛生所を示す。 

 

また、年 1 回以上の立入検査を実施できていない道県の中には、以下のとお

り、時間的な制約から十分な指導を行うことができない状況がみられた。 

ⅰ）対象農場数の多さから、1 農場に充てられる検査時間が十分確保できないた

め、飼養衛生管理基準の一部項目の遵守状況を確認できない（北海道（網走家

畜保健衛生所及び十勝家畜保健衛生所）、岩手県（県南家畜保健衛生所））。 

ⅱ）農場別に飼養衛生管理基準が遵守されていない理由や事情を記録・整理する

時間がなく、過去の指導等の経緯を踏まえた改善指導を十分に行うことができ

ない（鹿児島県（肝属家畜保健衛生所））。 

一方、年 1 回以上の立入検査を実施できている府県であっても、1 日に複数の

農場に対する立入検査を行うなど時間的な制約もあり、十分な指導を行うことが

難しい現状となっている。 

このように、家畜保健衛生所においては、厳しい人員体制の下で立入検査を実

施しているが、調査した 17 道府県のうち獣医療法（平成 4 年法律第 46 号）第

11 条第 1 項の規定に基づき策定した獣医療を提供する体制の整備を図るための

計画において、平成 32 年度における公務員獣医師（都道府県職員で、家畜衛生

行政に携わる家畜防疫員及び公衆衛生行政に携わる獣医師）の確保に関する目標

を設定している 12 県においては、大半が現状維持又は若干の増員にとどまって

おり（注 6）、県の厳しい財政事情等を踏まえ、当面、家畜防疫員の大幅な増員

は困難な状況がうかがえる。 

（注 6）獣医療を提供する体制の整備を図るための計画及び公務員獣医師の確保に関する目

標の詳細については、項目 2⑷オ参照。 

 

以上の状況を踏まえると、立入検査をより効率的かつ効果的に行っていく必要

があり、そのためには、次のとおり、定期報告の一層の活用とともに、一部の道

県で取り組んでいる非常勤職員等や家畜の所有者が行う自衛防疫活動の指導・推

進を目的とする団体（以下「自衛防疫団体」という。）の活用などを拡大してい

くことが求められる。 

ⅰ）定期報告の活用 

 家畜の所有者が行う定期報告は、毎年、その飼養する家畜に係る衛生管理の

状況を家畜保健衛生所が把握できるようにするものであるが、項目 2⑶でみら

れたように必ずしも報告義務が遵守されていない状況にある。また、その報告

内容をみると、飼養衛生管理基準の項目のうち、衛生管理区域に立ち入る車両

の消毒や家畜を導入する際の健康観察等の実施など 4 項目が、牛、豚、鶏の全

てで含まれていないため、年 1 回以上の立入検査を実施できない家畜保健衛生

所においては、これらの項目の遵守状況を把握することができない状況となっ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-ア-④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-⑷-ア-⑤ 

 

 

 

 

- 67 -



 

ている。 

このため、家畜の所有者に対し、定期報告を遵守させるよう指導の徹底を図

ることに加え、定期報告の内容を飼養衛生管理基準の項目と整合を図ること

で、立入検査を実施できない農場についても、家畜保健衛生所が定期報告を活

用することにより飼養衛生管理基準の遵守状況を容易に把握することが可能と

なる。 

 

ⅱ）非常勤職員等の活用 

6 道県（北海道、宮城県、岩手県、秋田県、島根県及び宮崎県）において

は、個人開業の獣医師や関係機関・団体に所属する獣医師を非常勤の家畜防疫

員として任命し、これら獣医師に立入検査を行わせ、飼養衛生管理基準等の遵

守状況を確認させている。また、鹿児島県においては、獣医師資格を保有する

県の退職者を再雇用し、家畜防疫員が行う立入検査に同行させ、その補助をさ

せている（注 7）。 

（注 7）これらの道県においては、道県本庁担当課に対する調査において上記の状況がみられ

たため、道県単位としている。 

 

ⅲ）自衛防疫団体の活用 

調査した 17 道府県のうち、大阪府及び沖縄県を除く 15 道県においては、道

県内に自衛防疫団体があり、このうち、宮城県及び秋田県においては、自衛防

疫団体に対し、家畜保健衛生所による立入検査とは別に、農場における飼養衛

生管理基準の遵守状況に関する確認・指導を委託している。 

 

なお、農林水産省は、防疫指針において、対象農場に対する原則として年 1 回

以上の立入検査を求めながら、口蹄疫に関しては、防疫対策強化通知において、

立入検査の対象となる農場数（母数）を求めることとしていないため、都道府県

において立入検査が実施されていない牛又は豚を飼養する農場数がどの程度ある

かを正確に把握できていない。このため、今後の施策の企画立案において、都道

府県の実情を考慮しない結果につながるおそれがある。 

 

② 立入検査の拒否に対する対応状況 

調査した 17 道府県（20 家畜保健衛生所）における立入検査の対象農場に対す

る平成 22 年度以降の実施状況をみると、5 道県 5 家畜保健衛生所（北海道（網

走家畜保健衛生所）、岩手県（県南家畜保健衛生所）、秋田県（北部家畜保健衛

生所）、群馬県（中部家畜保健衛生所）及び島根県（出雲家畜保健衛生所））に

おいて、家畜の所有者による農場への立入拒否や、日程調整に応じないなどの理

由により、1 年以上にわたって立入検査を実施しておらず、中には、平成 22 年

度以降、長期にわたって立入検査を実施していない例がみられた。 

立入検査の拒否に対しては、家畜伝染病予防法第 66 条の規定に基づく罰則の

適用があり得るが、家畜の所有者との関係が悪化し、家畜伝染病予防法に基づく

円滑な業務運営に支障が生じることなどを懸念し、5 道県（5 家畜保健衛生所）
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（再掲） 
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では、これまで適用実績はない。 

なお、農林水産省は、当省の調査実施後に、「平成 27 年度における高病原性

鳥インフルエンザ等の防疫対策の強化について」を発出し、都道府県に対し、長

期にわたって立入検査に応じない鶏等の家きんを飼養する農場がある場合、その

原因を分析した上で、立入検査の実施を見込めないと判断したときは、罰則の適

用を含め、厳格に対処することを求めているが、平成 27 年 9月 30日現在、牛、

豚等を飼養する農場に対して同様の対応を求める通知は発出していない。 

 

【所見】 

したがって、農林水産省は、立入検査をより効率的かつ効果的に実施し、飼養衛

生管理基準の遵守状況をより的確に把握する観点から、以下の措置を講ずる必要が

ある。 

① 定期報告の内容を見直す（家畜伝染病予防法施行規則の改正）とともに、都道

府県に対し、非常勤職員等や自衛防疫団体の活用方策を具体的に示すこと。 

また、口蹄疫に関する防疫指針による都道府県の立入検査の実施状況を的確に

把握するため、立入検査の対象農場数（母数）の報告を求めるよう、口蹄疫に関

する防疫対策強化通知を見直すこと。 

② 都道府県に対し、長期にわたって立入検査に応じない牛、豚等を飼養する家畜

の所有者に対しては、その原因を分析した上で、立入検査の実施が見込めない場

合には、罰則の適用を含め、厳格に対処するよう指導すること。 
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